
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

有

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。

直営

　市単独で身体障害者手帳３級の一部、４～６級、療育手帳Ｂ１の一部、Ｂ２、（後期高齢者医療被保険者は
身体障害者手帳４～６級、療育手帳Ｂ２）及び精神保健福手帳２～３級も対象としている。
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市単独事業支給額

①
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政 策 460森　克彦

作成日

内線

障害者医療費助成事業

部局名

　受給資格者が医療機関ごとに支払った保険診療にかかる一部負担金から、自己負担額１日800円、月上限
1,600円）を控除した金額を診療を受けた月の翌月末（70歳以上は４ヶ月後）に支給するもの（ただし、高額療養費
及び附加給付金など、他で医療費が支給される場合は除く）。
（１）県補助事業・・・身体障害者手帳１～２級及び３級の一部、療育手帳Ａ１～Ａ２及びＢ１の一部、精神保健福祉
手帳１級
（２）市単独事業・・・身体障害者手帳４～６級及び３級の一部（後期高齢者医療被保険者は身体障害者手帳４～６
級）、療育手帳Ｂ２及びＢ１の一部（後期高齢者医療被保険者は療育手帳Ｂ２）、精神保健福祉手帳２～３級
※対象となる診療は入院・外来・薬剤費であるが、（２）の身体障害者手帳５～６級（後期高齢者医療保険者を除
く。）は入院のみ、精神保健福祉手帳１～３級は外来・薬剤費のみ。

目

事業コード

604

福祉保健部

課 名

課 長 名

施 策

関 連 施 策

項

事 業 類 型

障がい者の自立支援の充実
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款

福祉医療事業（障害者）

　医療費の一部を助成することにより、障害者の保健の向上に寄与するとともに福祉の増進を図る。

社会福祉費

福祉医療対策費05

01
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重 点 事 業

平成 年度事務事業評価表（一般事業・継続）28
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大村市福祉医療費の支給に関する条例、大村市福祉医療費の支給に関する条例施行規則
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　身体障害者手帳、療育手帳又は精神保健福祉手帳の所持者で特別児童扶養手当等の支給に関する法律施
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

　現在の財政状況からすると、市単独事業を現状のまま実施することが困難な情勢であり、今後市単独事業の見直しを検討する
必要がある。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

医療費助成の制度概要については、手帳を取得する際に、併せて手続きを促すなど、周知に努め、申
請がスムーズにできるよう努めている。また、受給資格の確認等、適正な助成に努めている。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

今後も引き続き、制度概要の周知に努めるとともに、受給資格の確認等、適正な助成に努めていく。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

医療費助成によって、障害者の健康管理が向上するとともに、疾病の重篤化の防止に繋がる。

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

　県の補助基準に基づいた医療費助成制度であり、見直し余地はない。

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

高い やや高い

　助成対象者の医療費負担の軽減が図られる。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

　障害者世帯の保健と福祉の向上に効果がある。

やや低い

該当なし

県として、精神障害１級通院以外を助成対象とすることや支給方法を現物給付とすることを今後検討し
ていくとのことである。助成対象が拡大されると、市の単独助成は減少するが、システム改修費用が発生
する等の問題が懸念される。

高い やや高い 低い

低い

（１）県補助事業は制度関与であり、市の関与の必要性は高い、（２）市単独事業は、手帳区分に関わらず健康保持に困難を抱
える障害者の健康を支える意義は大きく、市の関与の必要性は高い。

該当なし

低い 該当なし

　障害を持っている方は医療機関の受診機会が多く、家計に占める医療費の負担割合が大きいことから、障がい者への支援策
として必要性は高い。

低い 該当なし
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